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業務提携に関するお知らせ 
 

 

株式会社ALBERT（アルベルト、本社：東京都新宿区、代表取締役社長：上村崇、以下ALBERT）

と、Tableau Software, Inc.（タブロー・ソフトウエア、本社：アメリカワシントン州シアト

ル、CEO：Christian Chabot、以下Tableau）は、BI（ビジネスインテリジェンス）分野におけ

るアライアンスパートナーとして提携することに合意いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 

 

記 

 

 

１．業務提携の理由 

  従前より、ALBERTでは独自開発のプライベート・データマネジメントプラットフォーム

『smarticA!DMP』とTableau Japan株式会社（本社：東京都千代田区、社長：浜田俊）が提供す

るアジャイル型BI（ビジネスインテリジェンス）ツール「Tableau」を連係させたサービスの提

供を行なって参りましたが、今後はTableau公式のアライアンスパートナーとして、両社のノウ

ハウと技術を連係し、より積極的にBI導入を進めて参ります。 

  

※BI（ビジネスインテリジェンス）とは、経営・会計・情報処理などの用語で、企業などの組

織のデータを、収集・蓄積・分析・報告することで、経営上などの意思決定に役立てる手法や

技術のことを意味します。 ビジネスインテリジェンスの技術は、経営判断上の過去・現在・未

来予測などの視点を提供します。  

 

２．業務提携の内容 

  ビッグデータがトレンドワードになり、企業に蓄積される大量データを分析してマーケティ

ングに活用する機運が高まる中、ALBERTでは独自開発の「smarticA!データマイニングエンジン」

と「smarticA!キャンペーンマネジメント」を組み合わせて構築するプライベート・データマネ

ジメントプラットフォーム『smarticA!DMP』を提供してまいりました。ALBERTが提供する

「smarticA!データマイニングエンジン」は、DWHに蓄積された大量データを自動的に解析し、

「smarticA!キャンペーンマネジメント」と連動してオンライン、オフラインのチャネルを横断

したマーケティング施策を自動実行することができます。 

 

このようにあらゆるチャネルでパーソナライズされた施策を実行していくと、それらの経過

や結果を統合的にモニタリングし、PDCAを回すためのダッシュボードが必要となります。ツー
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ル毎に用意された従来型の管理画面では、固定的なKPIしか確認できませんでしたが、複数のチ

ャネルを横断した施策をモニタリングするためには、アジャイル型で動的に進化し続けられる

ダッシュボードが不可欠です。このニーズに応えられるソリューションの1つがTableauのアジ

ャイル型BIです。 

 

 

 

ALBERT、Tableauの連係イメージ 
 

 

 

ALBERTは今後も“分析力”と“システム開発力”を強みとするデータサイエンティスト集団

として、市場のニーズに耳を傾け、ビッグデータ領域における最適なソリューションを提供す

ることで、クライアントのデータ資産を企業価値の向上に繋げる支援を続けてまいります。 

 

３．ALBERTおよびTableau Softwareの概要 

 

ALBERTについて 

 

会社名 株式会社ALBERT 

所在地 〒163-0515 東京都新宿区西新宿1-26-2 新宿野村ビル15F 

代表者 代表取締役社長 上村 崇 

設立 2005年（平成17年）7月1日 

URL http://www.albert2005.co.jp/ 

 



   

Tableau Softwareについて 

 

会社名 Tableau Software 

所在地 アメリカ合衆国ワシントン州シアトル 

代表者 CEO Christian Chabot 

設立 2003年（平成15年） 

URL http://www.tableau.com/ 

 

Tableau Softwareは、Tableauの企業ミッションである「Help people see and understand their 

data」（データを可視化して、そして理解することができるように支援します）を実現するために、

すばやくデータを可視化・分析し、情報共有を可能にします。既に全世界で29,000社を超えるユ

ーザーがTableauをダウンロードし、オフィスでおよび外出先ですぐに情報活用における結果を出

しています。 

 

４．今後の見通し 

本業務提携契約締結による現時点での業績への影響は軽微であり、今後、業績予想修正の必

要性及び公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以上 

 


